農業経営改善計画認定申請書
下野市長　　広瀬　寿雄　様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和元（２０１９）年　○月○○日

申請者　住所　下野市○○○２６
氏名　　　　○　　○　　太　　郎　　　　㊞
　　　　昭和○○年　○月　○○日生(○○歳)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　○○○○（　○○　）○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　携帯　○○○　（○○○○）○○○○
〈法人設立年月日　　　　年　　月　　日設立〉
農業経営基盤強化法(昭和55年法律第65号)第12条第1項に基づき、次の農業経営改善計画の認定を申請します。
	農業経営改善計画

	①目標とする営農類型
	水稲＋肉用牛（繁殖）＋施設野菜

	②経営改善の方向の

概要
	これまで妻と２人で水稲主体に野菜、肉用牛（繁殖）との複合経営を行ってきた。
　近年、高齢農家や兼業農家から農作業の受託、農地の使用貸借の要請が増大しており、来年から長男が就農する予定なので、水稲と肉用牛部門の拡大を図るとともに転作田を
活用した新たな飼料作物を導入する。また、現在、市の施設を利用して、農産物の加工をしているが、将来的には、自分で加工施設を設置していきたい。

	
	（年間農業所得及び年間労働時間の現状の現状及び目標）

	
	
	現　　状
	目　標（６年）※５年後

	
	年間農業所得
	４００万　円
	５８０万　円

	
	年間労働時間
	２４００時間
	２０００時間

	③農業経営規模の拡大に関する目標
	作目・部門名
	現　状
	目　標（６年）

	
	
	作付面積

飼養頭数
	生　産　量
	作付面積

飼養頭数
	生　産　量

	
	水　　稲
ダイコン

ハクサイ
ニンジン
繁殖雌牛

飼料作物
	２００ａ
　２０ａ

　２０ａ

　１０ａ

　　２頭

　５０ａ
	10,400kg
10,000kg

12,000kg

 3,500kg

     1頭

32,500kg
	７００ａ
　　０a
　　０a
　　０a
　２５頭

２２０ａ
	36,400kg
　20頭

143,000kg

	
	経営面積合計
	３００ａ
	
	９２０ａ
	

	
	区　分
	地　目
	所在地(市町村名)
	現　状(ａ)
	目　標（６年）

	
	所　有　地
	田
	下野市
	１５０
	２００

	
	
	畑
	下野市
	　３０
	　３０

	
	借　入　地

(利用権設定)
	田
	下野市
	１５０
	７２０

	
	
	畑
	
	
	

	
	特定作業受託
（販売権まで委託している場合）
	作　　　目
	作　　　業
	現　状（ａ）
	目　標（６年）

	
	
	
	
	作業受託面積
	生産量
	作業受託面積
	生産量

	
	
	水稲
	全作
	200
	10,400
	200
	10,400

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	作業受託
	作　目
	作　業
	現　状(ａ)
	目　標（６年）

	
	
	水稲
	耕起・代かき

田植え

収穫
	２００

１００

３００
	２００

２００

５００

	
	
	単純計
	６００
	９００

	
	
	換算後
	２００
	３００

	
	農畜産物の加工・販売その他の関連・付帯

事業
	事業名
	内　容
	現　状
	目　標（６年）

	
	
	直売所販売
	農産
加工・販売
	市の施設を利用し加工

販売は近くの直売所
	加工施設の設置


④生産方式の合理化の目標

	
	機械・施設
	機械･施設名
	形式、性能、規模及びその台数

	
	
	
	現　状
	目　標（６年）

	
	
	トラクター

田植機

コンバイン

牛舎

シャベルローダー
軽トラック

パイプハウス
	３０ｐｓ　　　１台

　３条　　　　１台

　３条　　　　１台

　８０㎡　　　１棟
７２ｐｓ　　　１台

１台

２３０㎡　　　２棟
	４５ｐｓ　　　１台

　４条　　　　１台

　４条　　　　１台

１４０㎡　　　１棟
同左

〃
〃

	
	農業地の利用条件
	現　状(ａ)
	目　標（６年）

	
	
	２０～３０ａ区画中心
	基盤整備済の３０ａ以上の区画の圃場を中心に連担化を進め、２団地程度に集積する

	
	作目･部門別

合理化の目標
	作目･部門名
	現　状
	目　標（６年）

	
	
	水稲
	穂肥等の追肥
	施肥方式の省力化

	
	
	繁殖牛
	個体の品質が一定しない
	優良種雄牛の活用

	
	
	
	
	

	
	現　状
	目　標（６年）

	⑤経営管理の合理化に関する目標
	簿記記帳していないので経営の状況が把握できていない
	複式簿記の実施により経営と家計の分離

	⑥農業従事の態様等の改善に関する

の目標
	特に休みを決めていないので生活にメリハリがない
	休日制の導入

	⑦目標を達成するために

とるべき措置
	経営改善の目標
	措　　　置

	
	規模拡大

農地集積

　
生産方式の合理化

経営管理の合理化

農業従事態様等の改善
	制度資金を活用して、農地の取得、機械等の施設設備の拡充を図る。農業委員会に農地のあっせんしてもらう。また、農地中間管理機構の利用。
圃場整備事業を実施中の地区内にある使用地、借入地及び作業受委託については、連担化して概ね４haの団地とする。

側条施肥にするとともに、暖効性肥料の使用により追肥を１回減らし、施肥作業の省力化を図る。

繁殖牛については、優良雄牛の活用を図る。

農業簿記講習会に出て複式簿記と簡易経営分析について学習する。

家族経営協定の締結により、休日、給与等を明確にする。



	（参考）経営の構成
	氏　名

(法人経営にあっては役員の氏名）
	年齢
	経営主との続柄（法人経営にあっては役職）
	現　状
	見通し

	
	
	
	
	担当業務
	年間従事日数（日）
	担当業務
	年間従事日数（日）

	
	○　○　太　郎
	△△
	（代表者）　本人
	全般
	３００
	全般
	２５０

	
	　　　　花　子
	□□
	妻
	全般
	２００
	経理
	５０

	
	　　　　一　郎
	◇◇
	長男
	
	　　０
	全般
	２５０

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	雇用者
	常時雇(年間)
	実人数
	現状
	　　　　　１人
	見通し
	　　　　　２人

	
	臨時雇(年間)
	実人数
	現状
	　　　　　０人
	見通し
	　　　　　２人

	
	
	延べ人数
	現状
	　　　　　０人
	見通し
	　　　２４０人

	（参考)

他市町村の認定状況
	認定市町村
	認定年月日
	備　考

	
	
	
	

	
	
	
	


記入例





※この部分はボールペンで記入


夫婦・親子共同申請の場合は共同の様式に、二人の氏名・生年月日・電話番号を記入して下さい。かつ、家族経営協定を結んで下さい。





①からは全て、鉛筆で記入





収入 － 経費


(専従者給与控除前の金額)を記入してください








